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はじめに 
 
近年、甚大な被害を及ぼす大規模災害が多発している。災害時における被災地支援は、
「DMAT（Disaster Medical Assistance Team:災害派遣医療チーム）」などの医療分野で人
命救助や治療を行い、避難所での短期的な医療システムが先駆けて作られてきた。しかし、
大規模災害における避難所では、災害時特有のニーズが発生し、それぞれが生活してきた
「まち・地域」¹⁾と異なる環境で生活を強いられるため、福祉専門的な支援ができる者が必
要である。また、発災直後の早い段階から生活面や環境面への支援がなされなければ、災
害関連死などの二次被害が起こる可能性が高くなる²⁾。大規模災害においてこのようなリス
クが懸念されるなか、被災者らの生活を支える緊急あるいは中・長期的なサポートが整備
される必要があると考える。その一翼を担う取り組みとして、近年、「災害派遣福祉チーム」
「DWAT :Disaster Welfare Assistance Team」のシステム化が取り組まれている。「DWAT」
は、いわゆる「DMAT」の福祉版で、被災地における福祉的課題解決に向けた福祉専門職
チームである。しかし、まだその取り組みは始まったばかりである。 
2018 年 5 月、厚生労働省が「災害時の福祉支援体制の整備に向けたガイドライン」(以下、
ガイドライン)を発表した。このガイドラインは、DWAT のシステムを体系化し、各避難所
へ派遣することで、災害時要配慮者の福祉ニーズに的確に対応し、必要な支援体制を確保
することを目的として、官民協働による「災害福祉支援ネットワーク」の構築に向けた取
り組みを推進するためのガイドラインである。最初に DWAT が派遣されたのが、2016 年
の熊本地震時における岩手 DWAT であり、次いで派遣されたのが京都 DWAT である³⁾。
とりわけ京都 DWAT は、平時から市内の避難訓練や防災活動を企画し、研修会・勉強会な
どにも積極的に取り組んでいる。しかし、ガイドラインには様々な取り組み内容が示され
ているが、前述したように「DWAT」の取り組みは、まだ始まったばかりであり、活動内
容の検証はこれからである。 
本研究においては、派遣実績のある DWAT の取り組みから、相談支援の導入部分である
「アセスメント」に焦点を当て、実際に避難所支援に携わったチーム員への聞き取り調査
を行う。そして、平時におけるソーシャルワークのアセスメント視点と、災害時において
DWAT として活動した際のアセスメント視点との類似点や相違点を整理し、DWAT にお
ける適切なアセスメント視点を明らかにすることを目的とする。 
 
第1章 研究の背景 
第1節 大規模災害の頻発 
 
我が国は、その地理的事情から災害の多い国である。とりわけ、地震、台風や豪雨等に
よる風水害、火山の噴火などが頻発する国である⁴⁾。毎年人々を悩ませていた大災害に対応
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する対策として、400 年前の戦国時代において戦国大名に求められていたのは「治山治水」
と言われ、平時にあっても災害時にあっても人々の生活の安定に向けた土木工事等が講じ
られ、堤防や遊水池の整備が進められた⁵⁾。領民(一般市民)にあっても、備荒蔵(びこうぞ
う)⁶⁾等独自の備蓄の取り組みなども行われた歴史がある。 
そもそも日本列島は、太平洋プレートとユーラシアプレートの接点の上に位置し、定期
的に大地震がやってくる。また、国土の下には活断層が縦横に分布し、地震の危険は列島
のどこにも眠っている⁷⁾と言ってよいであろう。 
そして 2018 年は、特に甚大な被害を及ぼす大規模災害が頻発した 1 年であった。(表１) 
 
表１ 2018 年の主な大規模災害 
日付 災害名 
6 月 18 日 大阪府北部地震 
6 月 28 日から 7 月 8 日 平成 30 年 7 月豪雨※1 
9 月 3 日から 9 月 5 日 平成 30 年台風 21 号 
9 月６日 平成 30 年北海道胆振東部地震 
9 月 28 日から 9 月 30 日 平成 30 年台風 24 号 
（気象庁発表『平成３０年度災害時自然現象報告書』を基に筆者作成⁸⁾） 
 
2018 年の災害において特に被害が大きかった西日本豪雨では、死者・行方不明者合わせ
て 245 名、負傷者は 465 名⁹⁾と、戦後最悪の水害となった。また被害が相次いだ各被災地
では、生活再建に向けて懸命な復旧・復興作業が行われた¹⁰⁾ものの、次の災害に備えて準
備をしなければならず、各地では一刻も早い地域再生に向けた取り組みが求められている。 
 
第2節 災害時における福祉支援の必要性 
1) 医療分野の役割 
 
災害では、人命をどう守るかということが、最重要課題である。発災直後の「災害によ
る直接的な被災」から命を守る一次被害を防止する活動として、緊急災害医療の専門性が
高い組織による救命の DMAT や JMAT (Japan Medical Association Team:日本医師会災害
医療チーム)等は、災害対策基本法に基づく国の防災基本計画に位置付けられ、国と都道府
県による費用負担が公的な体制として整備されている¹¹⁾。   
DMAT とは、大地震及び航空機・列車事故等の災害時に被災者の生命を守るため、被災
地に迅速に駆けつけ救急医療を行う厚生労働省の認めた専門的な研修・訓練を受けた災害
派遣医療チームである¹²⁾。一方 JMAT とは、医師のプロフェッショナルオートノミーに基
づき、被災地外の都道府県医師会ごとにチームを編成、被災地の医師会からの要請に基づ
いて派遣を行う¹³⁾ 医師のみで構成された災害派遣チームである。 
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このように、DMAT や JMAT 等の医療分野が可及的速やかに被災地に入り込み、現場で
の緊急治療や病院支援を行いつつ、被災地で発生した多くの疾病者を被災地外に搬送でき
れば、死亡や後遺症の減少が期待できる¹⁴⁾。  
 
2) 避難所の現実 
 
大規模災害における避難所生活は、長期的に小中学校の体育館や教室をはじめ、一部損
壊した公共施設やその廊下などで生活を送ることとなり、過酷な生活を発災直後から強い
られることになる。その生活上で起こりうるニーズは医療的ニーズばかりではなく、福祉
的ニーズも多い。2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では、災害時における社会福
祉サービスの利用者や社会福祉サービスが必要となった住民への支援の在り方が課題とな
った¹⁵⁾。とりわけ障害者や高齢者等の要援護者が多く犠牲となり、さらに一命を取り留め
ても避難所での生活が過酷を極めた事例が少なくない¹⁶⁾。 
認知症高齢者や精神障がい者の人々は、ごった返す避難所で情緒的に不安定な状況に至
り、避難所から退所しなければならなかった¹⁷⁾ 。また、その家族も同様に苦痛な想いを強
いられた。家族の介護があるにも関わらず、避難所の清掃や食事準備の強要、乳幼児や障
害児を静かにさせろとの周囲からの圧力、歩き回る認知症高齢者への心ない言葉、暗闇・
トイレでの性被害¹⁸⁾等の被害が各地で相次いだ。これらのことから、福祉的支援を必要と
する人々は、「不本意な形」で一般避難所から去っているケースが少なくない¹⁹⁾実態が見え
る。 
また、社会福祉施設等における災害時の状況では、大規模災害によるライフラインの遮
断や設備備品の破損、そして交通機関寸断による職員不足の状況になった場合には、通常
の介護サービスを提供することが困難になり、また突然の環境変化により認知症高齢者の
症状の悪化や、入所者の転倒転落事故なども多く発生することが予測される²⁰⁾。  
 
3) 災害時要援護者のリスク 
 
上述した通り、災害が発生した後にかかる生活ニーズは計り知れない。特に須田(2012:89)
は、「災害時要援護者と呼ばれる高齢者や障害者などは、被災という特殊な状況の下では直
に影響を受けやすい」ことを指摘しており、「難を逃れることができたとしても、震災前に
受けていた福祉・介護サービスが受けられず、生命の危機に陥ることは想像に難くなく、
避難所での暮らし、ライフラインの停止、物流の停止などは、すぐさま生命の危険に直結
する」²¹⁾と述べている。また、島野(2015:72)は、「災害直後の早い段階から生活面や環境
面への関わりを行わないと、災害関連死などの 2 次被害が起こる可能性が高くなる。不適
切な環境は、心身機能・生活機能に大きな影響を及ぼすことにつながる」²²⁾ことを指摘し
ており、発災直後から福祉的ニーズへの対応の重要性を指摘している。そのためにも、こ
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れら災害時要配慮者を中心とした避難生活における福祉ニーズへの対応が喫緊の課題とな
っている²³⁾。被災者らの生活を支える緊急あるいは中・長期的なサポート整備は、今後起
こりうる大規模災害に向けた我が国の大きな課題である。 
 
4) 災害時における福祉支援の確立 
 
東日本大震災前の社会福祉分野において、福祉専門職が十分に機能しうる災害時の支援
システムが確立されて来なかった。医療分野に比べ、社会福祉分野の支援システムが遅れ
る原因としては、いくつかの先行研究から読み取ることができる。 
山本(2016:46-47)は、「災害直後の医療看護ニーズは、ある意味見えやすく、被災者の声
もあげやすい。DMAT や JMAT 等、様々な専門職による派遣チームは、平常時からのトレ
ーニングとともに、システムが確立している」と述べ、「しかしながら、保健・福祉ニーズ
は外部支援者から見えづらく、被災者も声をあげづらいことが多い。それは、被災者にと
って、そもそも届け先が不明であったり、被災者自身が困っている状態に気付いていない
こと、また被害と比較し、遠慮してしまうケースも多い」²⁴⁾と、福祉専門職が災害時にお
いて機能しにくい理由を述べている。 
遠藤(2013:23)は、「医療関係やレスキューがその機能を十分に発揮することができるのは、
彼らの専門性がクリアであり、身体生命の危機にある被災者という対象者と、その対象者
の救護というミッションが明白であるからである。一方ソーシャルワークの援助対象とな
り得るのは、平時においても災害時も「生活上の困難を抱える人々」であるが、大規模災
害の被災地ではおよそ全ての人に生活上の困難があると言っても過言ではない」²⁵⁾と述べ
ている。 
都築(2013:27)は「発災直後において、医療分野の専門職が治療の必要性のある人々の避
難救護にあたった素晴らしい取り組みがあったものの、片や人々の支援があって初めて生
活できていた社会福祉の対象者対応がなおざりになった点は、社会福祉分野の専門職の支
援活動の必要性について確認されたと言ってよいであろう」²⁶⁾と述べている。 
 災害時は、①救護期、②避難期、③復旧期、④回復期、⑤復興期²⁷⁾の各段階でニーズが
変化したり、新たなニーズの発生も予想されるため、生活支援である福祉的支援において
は、ニーズの取りこぼしがないよう適切なスクリーニングを複数回実施することが望まれ
る²⁸⁾。さらには、社会福祉に対する国民の信頼を揺るぎないものにするためにも、日常の
取り組みとは別に、災害時における支援システムの早期構築に向けた取り組みが求められ
るのである。それだけに、災害時には短期間で的確な支援活動を展開し、国民の信頼に応
えることができる DWAT の活動が求められる²⁹⁾。 
 
第3節 DWAT の役割 
1) DWAT とは 
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2018 年 5 月、厚生労働省が都道府県知事に向けて「災害時の福祉支援体制の整備に向け
たガイドライン」³⁰⁾(以下、ガイドライン)を発表した。そのガイドラインによる DWAT の
定義は、以下の通りである。 
 
「「DWAT」とは、災害時において、災害時要配慮者の福祉ニーズに的確に対応し、避難
生活中における生活機能の低下等の防止を図るため、各都道府県において、一般避難所で
災害時要配慮者に対する福祉支援を行う「災害派遣福祉チーム」を組成するとともに、一
般避難所へこれを派遣すること等により、必要な支援体制を確保することを目的として、
官民協働による「災害福祉支援ネットワーク」の構築に向けた取組を推進する福祉専門職
から成る災害時派遣チームのことをいう」 
 
 したがって、本研究においては、これを DWAT の定義とする。また、DWAT は独立し
て存在しているのではなく、「災害福祉支援ネットワーク」の中に位置付けられているもの
と解釈して、これより述べていくこととする。 
 富士通総研が、毎年度各都道府県に調査を行っている『災害福祉広域支援ネットワーク
の推進方策に関する調査研究事業報告書』によれば、県内における災害時の福祉支援体制
の構築については、「既に構築している」（28 団体・59.6％）、「現在構築中である」（13 団
体・27.7％）、「今後構築の予定だが、未だ取りかかっていない」（2 団体・4.3％）であり、
体制の構築もしくは構築を目指している都道府県の合計は、43 団体・91.5％となっている。
また、実際の支援にあたる派遣人員の確保や育成を開始している都道府県は、26 団体であ
り、全都道府県の 55.3%³¹⁾となっている。このことから、ガイドラインの発出に伴い、全
国的に体制の構築が進んでいることが伺える。 
しかしながら、DWAT におけるガイドラインが発表されたのは 2018 年 5 月であり、2011
年の東日本大震災発生から 7 年の月日を要しているが、都道府県によっては国の動きに先
んじて先駆的に DWAT の取り組みが行われている。次項においては、いち早く DWAT を
組成し、「岩手県災害福祉広域支援推進機構」を創設した岩手県と、「平時」での取り組み
を強化し、府内・府外との連携共に体制構築に力を注いでいる京都府の 2 府県の DWAT に
ついて、示しておく。 
 
2) 岩手 DWAT の取り組み 
 
東日本大震災の被災地でもあり、日本初の DWAT を組成した岩手県(以下、岩手 DWAT)
では、その経験から災害時の福祉支援体制の必要性を鑑み、2011 年 3 月の被災後間もない
時期から一般避難所で活動する DWAT の設置と、その人材育成についていち早く検討と取
り組みを進めた³²⁾。現在では、「岩手県災害福祉広域支援推進機構」として創設され、本部
長に岩手県知事を置き、大規模災害時における要援護者の様々な福祉・介護等のニーズ把
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握や応急支援などを広域的に行う仕組みづくりについて協議、検討するとともに、大規模
災害発生時において「災害派遣福祉チーム」の派遣主体となる官民学の共同組織として定
義づけられている。(以下、詳細は表 2 を参照) 
 
創設のきっかけは、東日本大震災により相当な被害を被った各地での支援活動と並行し
て 2011 年 11 月 2 日に職能 11 団体の中に「福祉版 DMAT 検討ワーキング会議」が設けら
れ、急性期への介入、福祉の支援課題などが検討されることになった。急性期の介入の必
要性を高めるため、発災直後の避難所の課題リサーチ（聞き取り調査）も実施した³⁴⁾。ま
た、2016 年の熊本地震においては、熊本県から岩手県に正式に派遣要請がなされ、現地で
支援活動を行った³⁵⁾。これが、我が国における DWAT 初の派遣実績である。(表３) 
本部長
事務局
主な活動
内容
(岩手県HP³³⁾を参考に筆者作成)
表2　岩手県災害福祉広域支援推進機構
岩手県
災害福祉
広域支援
推進機構
岩手県知事
岩手県社会福祉協議会
構成20団体（福祉関係、医療・保健関係、学識経験者、
行政）の代表者等
・広域的な要援護者支援のあり方、チームの派遣調整に関
する検討・協議
・市町村、関係機関・団体との協力連携体制の構築（事前
協定締結等）
・チーム活動に関する周知、啓発
・チーム員の募集、研修の実施、チーム員の登録及びチー
ム編成
・災害発生時の被災地へのチーム派遣決定等
委員
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3) 京都 DWAT の取り組み 
熊本地震において、岩手 DWAT に次いで派遣されたのが、京都府災害派遣福祉チーム(以
下、京都 DWAT)である。2018 年 7 月の西日本豪雨災害では、岩手 DWAT、京都 DWAT
をはじめ、福島 DWAT、静岡 DCAT: Disaster Care Assistance Team※2、群馬 DWAT な
ど、全国各地から DWAT が現地に入り、支援活動を行った。その中でも京都 DWAT を取
り上げた理由としては、「平時」の取り組みを最重要視し、府外への派遣体制の整備だけで
はなく、府内で発災した場合に備える体制作りに力を入れている点にある。京都府では、
2013 年度より「災害時要配慮者支援システム」として府内・府外共に災害時に対応できる
システム作りに取り組んできた。府内に指定されている一般避難所をユニバーサルデザイ
ン化³⁷⁾や「福祉避難コーナー」の設置推進³⁸⁾、人材養成等に取り組んでいる。 
武田(2016:21)によれば、京都府が養成に取り組んでいる人材は、①災害時に要配慮者の
避難や避難所での生活をサポートする一般市民を想定した「福祉避難サポーター」、②災害
時にサポーターやボランティア等を取りまとめる行政職員や福祉関係者、学校関係者、避
難準備に関わる地域の役員等を想定した「福祉避難サポートリーダー」、そして、災害時に
専門職やサポートリーダーと協力して避難所における要配慮者の二次被害を防ぐ、福祉団
体等により推薦された者を想定した「災害派遣福祉チーム」からなる³⁹⁾(表４)。 
 
 
 
 
 
編成
人数
活動場所
活動期間
活動例
表3 　岩手DWAT
(岩手県HP³⁶⁾を参考に筆者作成)
福祉職の混成チーム（高齢・障がい・児童・保育等）
一般避難所、福祉避難所等
４～６名程度
発災初期の概ね5日間程度（必要に応じて延長・追加派遣）
岩手DWAT
・福祉相談体制の確立（避難所内相談窓口の支援等）
・スクリーニング（簡易的アセスメントによる要援護者の
選別）
・優先的搬送対応（社会福祉施設への緊急入所・福祉避難
所への移送等のコーディネイト）
・福祉避難室確保対応（一般避難所内での要援護者用別室
確保の支援）等
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表４ 京都府における災害時要配慮者支援のための三層による人材育成 
 
(出典 東京都社会福祉協議会 HP より⁴⁰⁾) 
 
また、DWAT による「平時」の取り組みも盛んに行われており、例えば、京都府下の地
域防災訓練の参画や、年 3 回開催される京都 DWAT 研修会、メディア(テレビや地方新聞)
などを活用し、DWAT を地域住民へ周知する取り組み⁴¹⁾など、「平時」における実績が非
常に豊富である。 
災害が発生した後の各被災地域では、対応に追われることが想定され、一般避難所でも
配慮が必要な要配慮者が過ごせる環境を作っていくことが必要である。また、元々の地域
では課題を抱えながらも福祉サービスに繋がっていなかった人々や、たとえ繋がっていた
としても、在宅福祉サービスの休止や環境の変化など、それまでに利用していた資源が途
切れることもあり得る。その人らへのソーシャルワークを誰が行うべきなのか、それは大
きな課題である。その課題解決の一つとして、災害の有無に関わらず地域の主体性に基づ
く課題解決力を、いかに日頃から高めていけるかが重要なのである。災害時には、平時に
は見えてこないニーズ、あるいは普段から意識していないと見えてこないニーズがある。
それが災害時に表出してくるのであれば、平時からのアプローチ、そして、その地域のあ
り様を考えていく「地域福祉の視点」が、やはり必要となってくる⁴²⁾。そのように京都府
では、平時から災害を通して「優しい地域づくり」を推進して、今日に至っている。 
 
4) DWAT 活動の検証 
 
本節においては、DWAT がどのようにして誕生したのか、現在の取り組みはどのような
ものであるのかについて、岩手県、そして京都府の事例から述べてきた。しかしながら、
「DWAT」の取り組みはまだ始まったばかりである。社会福祉研究においては DWAT 派
遣の活動を報告した論文は数多いが、ソーシャルワークの観点からの検証は不充分である。 
災害時のソーシャルワークは、平時のソーシャルワークと別個のものではない。ただ、
復興までの各ステージにおいて求められるソーシャルワークの役割、機能は大きく変化し、
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災害発生時から被災者の生活再建までの各ステージにおけるソーシャルワークの方法論を
整理し、災害ソーシャルワークを体系化することは、災害大国である日本国において喫緊
の課題である⁴³⁾。 
DWAT の活動は、被災者の生活の安定に寄与し、被災を克服して今後の自分たちの生活
を展望できるよう側面的な支援を行う点に大きな意義がある⁴⁴⁾のであれば、具体的なソー
シャルワーク展開過程と照らし合わせ、適切な支援を導き出すべく精査する必要がある。
その展開過程の中でも、本研究においては、アセスメント機能に着目し、とりわけ DWAT
として適切なアセスメントを導き出すのが、本研究の目的である。 
次章で、アセスメントとその要素について整理していきたい。 
 
第2章 DWAT 活動におけるアセスメントの検証 
第1節 本研究にて用いるアセスメント 
 
本研究においては、一般的に用いられているアセスメントの定義を用いながら進めてい
く。なぜなら太田(1983:96-97)は、「それぞれ焦点をめぐる固有のアセスメント項目が多彩
に列挙されている。しかし、システムとしての総合的共通理論によってアセスメント内容
が構成されているわけではない」とし、「さらにそれは、アセスメント項目の分類類型化に
終わっており、その内容の抽出や測定への具体的方法を提示するところまで考察は進展し
ていない」⁴⁵⁾と述べていることから、ソーシャルワーク実践にとってアセスメントは重要
なステップであることに異論の余地はないものの、未だ用語の解釈は共有されておらず、
具体的内容や作業方法については混乱が残る⁴⁶⁾のである。 
太田のこの論文は、現在から数えても 30 年以上前になるが、中根・佐野(2018:59)によれ
ば、「現在もなお総合的共通理論としての統一には至っていないのが現状」⁴⁷⁾である。した
がって、本研究においては、一般的に用いられるアセスメントの定義を用いる。 
 アセスメントは、クライエントのニーズや課題を明らかにし、そのニーズや課題を達成
するために何が必要かを把握し、計画作成や実施の基盤となる重要な段階である⁴⁸⁾。した
がって、ソーシャルワークにおける援助過程で最も重要な場面であり、アセスメントの内
容によって支援の方向性が変化するといっても過言ではない。 
アセスメントにおいては、クライエントのニーズは何か、クライエントのゴールは何か、
クライエントが使える社会資源は何かなどのポイントを踏まえながら、クライエントにつ
いての情報収集を行う。その際、客観的にクライエントの身体面・環境面を見るだけでは
なく、クライエントは「その状況をどのように感じているのか」という主観的事実にも目
を向けていくことが大切⁴⁹⁾である。つまり、アセスメントとは、サービス利用者の抱えて
いる問題状況やそのニーズを充足するために、どのように支援を展開していくのかを考え
るための情報収集、分析、整理をして、サービス利用者の置かれている状況の全体像を理
解する⁵⁰⁾ことである。 
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また、アセスメントを行う際、多くの場合にはアセスメントシートが活用される。その
シートには、①身体状況②心理状況③社会環境状況を記入する内容がフォーマット化され
ており、アセスメントによってそれらのデータをもとに生活課題を明らかにしていくこと
になる⁵¹⁾。しかし、クライエントの生活障害がどこにあるのか、児童か成人か、高齢者か
障がいのある人か等で、必要となる個人情報も異なり、照会する機関も異なる⁵²⁾ため、共
通したアセスメントシートは存在していない。恐らく、各分野で確立されたフォーマット
が活用されていると考えられる。 
 しかし、アセスメントシートはクライエントの情報を知る上で、その必要な情報項目を
フォーマット化されているものの、渡部(2013:5)は、単に「アセスメントシートを使用すれ
ば良いと勘違いされることがある」が、「意味のあるアセスメントを行うには、アセスメン
トシートに見られる枠組みを持っているだけで実践出来る訳ではなく、クライエントとの
適切な援助関係、相談援助面接力などがあって初めて可能になるということである」⁵³⁾と
述べている。ここで言う適切な援助関係とは、ワーカーが持つクライエントとの適切な「距
離感」であり、また、相談援助面接力とは、バーバルコミュニケーション・ノンバーバル
コミュニケーション等を通して、クライエントの変化に「気づき」、「感じ取る力」を意味
する。それらを、クライエントと何度もコミュニケーションを通して繋ぎ合わせることで、
ラポール形成(信頼関係)に繋がる。したがって、同時にアセスメントも常に更新し続ける⁵⁴
⁾のだ。この一連のプロセスを、大谷(2013:6)は、「アセスメントプロセス」と呼んでおり、
その定義は、以下の通りである。 
 
「アセスメントプロセスは、クライエントとワーカー、そして周囲の状況を、ワーカー
とクライエント双方が理解するためになされる情報収集と分析のプロセスであり、ワーカ
ーは専門的価値に基づき知識を導出し、クライエントは固有の経験値に基づき、協働して
目の前の現実を解釈し共有するプロセスである。なおこのプロセスを経て得られた成果で
あり、クライエントとその周囲の環境についての理解についての記述を「アセスメント」
と呼び、「アセスメントプロセス」と区別することとする。」⁵⁵⁾ 
 
したがって、本研究においても、上記の定義を用いる。 
 
第2節 研究方法 
1) 対象 
 
 2018 年 7 月に発生した西日本豪雨にて被災地に派遣された DWAT チーム員 6 名を対象
にインタビュー調査を実施した。また、インタビュー方法は、インタビューガイドに沿っ
て半構造化インタビューを実施した。なお、インタビュー当日は、プライベート空間が保
たれる会議室を使用し、個別に実施した。表５に調査対象者の概要を示す。 
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2) 調査内容 
 
表６に示すインタビューガイドに沿って半構造化面接を行い、語りのすべてを IC レコー
ダーに録音した。 
No 性別 年齢 現職の概要 所属機関年数 DWATに所属した経緯
1 男 43
居宅介護支援事業所にて、主任介護
支援専門員として従事
16年
DWATに所属して3年目。2016年の熊
本地震におけるDWAT派遣活動におい
て、X県介護支援専門員会に派遣依頼
を受ける。当時、当会の役員をしてお
り、また、DWATとは別で、東日本大
震災時に派遣活動を行った実績から、
DWAT活動に参加。
2 男 31
障害者支援施設にて、副施設長並び
に介護福祉士として従事
10年
DWATに所属して4年目。法人内部の
事務局に所属していた際、法人からの
推薦を受け、DWAT活動に参加。
3 女 53
介護老人保健施設にて、生活支援部
長並びに看護師として従事
14年
DWATに所属して4年目。法人の母体
がX県医師会で、当時X県で災害福祉広
域支援研修があり、そこに参加し、修
了した後DWAT活動に参加。
4 男 32
障害者支援施設にて、副施設長並び
に介護福祉士として従事
10年
DWATに所属して5年目。所属法人の
理念である『地域のニーズにパイオニ
ア精神で取り組み、「共生・共助」の
地域づくりに貢献する』を実現するた
め、法人からの推薦を受け、DWAT活
動に参加。
5 女 49
居宅介護支援事業所にて、介護支援
専門員として従事
14年
DWATに所属して4年目。X県介護支援
専門員会に所属しており、その推薦で
DWAT活動に参加。
6 女 53
特別養護老人施設にて、業務部長並
びに事業所管理者として従事。社会
福祉士・精神保健福祉士等の資格
で、相談援助業務も行う。
21年
DWATに所属して3年目。X県老人福祉
協議会に所属しており、その推薦で
DWAT活動に参加。
表5　調査対象者の概要
(2019年9月現在)
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表６ インタビューガイド 
①    個人の属性について 
・年齢・性別を教えて下さい。 
・普段はどのような職業を行っていますか？ 
・そこに所属して何年経ちますか？ 
・DWAT に所属して何年経ちますか？ 
・DWAT に入られた経緯を、差し支え無ければ教えて下さい。 
・持っている資格等あれば教えて下さい。 
  
②    現地での活動した際のアセスメントの視点について 
・現地で具体的に活動された内容を教えて下さい。 
・平時と災害時の支援活動では、何が違いましたか？ 
・現地でアセスメントを取る際に工夫したことなどはありましたか？ 
・岡山県での派遣では、保健師のアセスメントシートが共同で活用されたということです
が、それを当時使ってみてどう感じましたか？ 
・保健師のアセスメントシートは使いやすかったですか？ 
・現地での支援活動において、困難だったことはありましたか？ 
  
③    チームとして動くことの連携の重要性について 
・チームの中であなたはどのような立ち位置でしたか？ 
・DWAT として連携を取った場面とは、具体的にどんな時だったのでしょうか？ 
→その際に気を付けていたことなども、可能であれば聞き出す。 
・連携を取る場面において、困難だったことはありましたか？ 
・DWAT として被災地で活動する意義について、あなたはどのように感じておられますか？ 
  
なお本調査を行う際、対象者に起こり得るリスクとして、被災地での支援活動終了後か
ら現在に至るまで心的外傷後ストレス障害(PTSD)等のリスク対象者である可能性が推測
された。惨事の体験や目撃、遺体・遺族の関わり、二次災害の危険性など、救援者・支援
者特有の猛烈なストレスは「惨事ストレス」と呼ばれている⁵⁶⁾ことからも、災害支援者は
被災地での活動を通して心身にストレスを受けることが報告されている⁵⁷⁾。そのリスクが
具現化した場合の対応手順としては、①インタビューを一時中断して休憩を入れ、対象者
の体調を見計らいながら再開可能か否かを対象者と共に判断する②再開不能となった場合
には、インタビュー日を後日にしてもらえないか提案し、場合によっては調査の中止も可
能であり、その際対象者本人に対する不利益が一切生じない旨を伝える等を予め説明し、
同意を得た調査対象者に対し、インタビューを実施した。 
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3) 分析方法 
 
調査対象者の同意を得た上でインタビュー内容を IC レコーダーにて録音し、それを逐語
録化した。なお、データ分析では、川喜田(2017)⁵⁸⁾による KJ 法に依拠して実施した。    
まず逐語録データを通読した上で、研究目的に照らし合わせ意味が読み取れるよう最小
単位の単語や文章をコード化した。コード化する際には、語りの意味を損なわないように
注意を払いながら、文脈の理解に努めた。その後、それぞれのコードの共通点や相違点に
よってサブカテゴリーを抽出し、それらの類似性を考えてカテゴリー化を行った。 
なお KJ 法を行う過程においても、逐一指導教授にスーパーバイズを受け、実施した。 
 
4) 倫理的配慮 
 
 インタビュー開始前に、調査対象者に対し研究目的・調査方法・倫理的配慮・個人情報
及びデータの取り扱いについて・インタビュー内容の録音・録音データ等消去の申し出に 
ついて・調査中止の自由・調査対象者の権利について・お問い合わせ先等についての説明
を行った。また、研究への参加はあくまで任意であり、強制でないことを説明し、同意書
にサインをしてもらい、同意後の同意撤回の自由、不参加による不利益を被らないように
配慮した。そして対象者の許可を得て IC レコーダーにて録音をし、個人が特定されないよ
うに人名や固有名詞は匿名化して逐語録を作成し、それをデータとした。なお、本研究は
関西福祉科学大学研究倫理審査委員会の承諾を得て実施した (承認番号 18-50)。 
 
第3章 調査結果 
 
 インタビュー調査から得られたデータを分析した結果、(1)アセスメント前の関係性構築
(2)アセスメントの要点(3)DWAT 活動の要点(4)DWAT 活動における他団体間との関係性
構築(5)受援力の構築という５つのカテゴリーが抽出された。なお、以下の記述より、カテ
ゴリーは【  】、サブカテゴリーは≪  ≫、コードは『  』と表記する。 
 
第１節 アセスメント前の関係性構築 
 
 ⑴【アセスメント前の関係性構築】は、表 7 の通りである。 
表７ 【アセスメント前の関係性構築】 
カテゴリー サブカテゴリー コード 
 
 
 
 
 
 
(a) 関係性が出来てくることで、信頼関係が生まれる。そ
ういった関係性が出来ることで、自分の本当の想いを
吐き出しやすくなるのではないか。 
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(1) 
アセスメン
ト前の関係
性構築 
 
① 
アセスメント前
の関係性作り 
(b) 避難者との関係性ができていない中でアセスメント
をしても、事務的なものになってしまい、本当のニー
ズは聞き出せない。 
(c) アセスメントは大事だが、まずは関係性作りが大事に
なる。 
(d) 最初からアセスメントに行く訳ではなく、まずは 1 班
から関係性作り等の基礎作りが重要になる。 
 
 
 
 
 
② 
関係性作りのポ
イント 
(e) 常に謙虚な気持ちを忘れず、地道に挨拶したり、掃除
などをしながら関係性を作っていく。 
(f) 鉛筆ではなく箒を持って巡回したり、トイレ掃除等を
一所懸命する姿を見せることで、気付いたら話を聞か
せて頂いてる状況を作る。 
(g) 子ども達との関わりでは、一緒に球技で遊んだり、ク
イズを出したりしたりしてクッションを付けながら
関係性を作っていく。 
(h) 「なんでも相談」※3 に子どもたちが来てもらえるよ
うに、なぞなぞクイズをホワイトボードに書いてそれ
に答えてくれることで、コミュニケーションを取るき
っかけづくりをした。 
(i) 基本的には現地 DWAT からの指示に従いその都度報
告するが、全てが指示待ちではなくアウトリーチのよ
うに空き時間に巡回したり、声掛けをするなどして避
難者に働きかけた。 
 
 
 
③ 
関係性作りの留
意点 
(j) 巡回中挨拶しても反応が無かったり、ムスッとしてる
人にはその場では何もせず、次回の巡回で声かけをし
ながら見守る。 
(k) 支援の序盤に声掛けしても反応が無かった避難者が、
支援終盤の 5 日目に挨拶を返してくれた。継続して見
守るような声かけの重要性を実感した。 
(l) 巡回中不審がるように怒ってきた避難者に対しては、
DWAT の役割やなぜ今ここに来ているのかという理
由を説明する姿勢を見せることによって、少しでも理
解促進に努める。 
 
 
(m)高校受験を控えているが机が無く、また 2 才児の弟を
子守りしている中学 3 年の女子学生の相談を受け、一
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④ 
直接支援 
緒に段ボールで机を作った。 
(n) 小学校の洋式トイレが 1 個しか無く、足腰が悪い高齢
者の方々の負担を考え、排泄介助や福祉用具の取り入
れるなどをしてサポートした。 
 
① （a）(b)(c)(d) ≪アセスメント前の関係性づくり≫ 
 アセスメント前の関係性作りとは、避難者との信頼関係を構築するということである。
アセスメントを行うにあたり、いきなり県外から派遣されてきた DWAT 員が、筆記用具を
持って避難者にアセスメントしても、関係性ができていない中では事務的なものとなって
しまい、本当のニーズは聞き出せない。したがって、最初からアセスメントに行く訳では
なく、まずは派遣 DWAT として避難者から信頼してもらえるよう働きかけていく関係性づ
くりが重要である。そのため、派遣 DWAT１班目における関係性作り等の基礎作りが重要
になる。 
② （e）(f)(g)(h)(i) ≪関係性作りのポイント≫ 
常に避難者に対し謙虚な気持ちを持って挨拶を心掛けたり、トイレ掃除や廊下での掃除
等一所懸命する姿勢を見せることで、避難者との関係性を作っていく。また、子どもたち
とは、遊びやクイズ等を通して、クッションを付けながら関係性を築き上げていく。 
そして、派遣 DWAT は、基本的に現地 DWAT からの指示を受け、それに沿って行動す
るが、空き時間には巡回したり、様子が気になる避難者には声掛けをする等、自主性を持
って活動する。 
③ (j)(k)(l) ≪関係性作りの留意点≫ 
 巡回中は無視や反応が無い避難者、もしくは怒りをぶつけられる避難者等、様々な方が
避難しているが、継続して巡回し、声掛けを続けていくことで、次第に反応が出始めたり、
避難者側から挨拶を返してこられる場合がある。そういった場面も関係性作り構築ではあ
るため、継続して見守るような声掛けと、適度な距離感が重要である。 
④ (m)(n) ≪直接支援≫ 
 直接支援とは、調査対象者らが実際に現地で支援した内容を示すものである。避難者が
困っているニーズに対して、一緒に何かを作ったり、排泄介助や社会資源を取り入れる等
をするプロセスを通して、避難者との関係性構築に向けた関わり方を行う。 
 
第２節 アセスメントの要点 
 
 ⑵【アセスメントの要点】は、表 8 の通りである。 
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表８ 【アセスメントの要点】 
カテゴリー サブカテゴリー コード 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 
アセスメン
トの要点 
① 
ニーズキャッチ
の困難性 
(a) 著しく福祉が低下した環境下での生活も時間が経つ
に連れて慣れてくる中で、あまり話されない方に対
して何を聞けば良いか、どうコミュニケーションを
取れば良いのかが難しかった。 
 
 
 
② 
ニーズキャッチ
の留意点 
(b) 目の前にいる避難者の生活状況に気づき、吐き出し
たい気持ちを受け入れる。また、何で困っているの
かは、表情や声のトーン等に着目する。 
(c) 常に謙虚な気持ちで寄り添いながら、限られた資源
の中で避難者のニーズに気づくことが大切だ。その
ためには、これまでの経験や知識、発想力が必要で
ある。 
(d) 平時の仕事でも災害時の支援と似たように、表明さ
れたニーズよりもさらに深い所にニーズがあった
り、生活場面を見て聞き出すことをしているため、
その点では平時と災害時はリンクする。 
 
 
 
 
③ 
アセスメントに
臨む姿勢 
(e) 「なんでも相談」でのアセスメントでは、まずは挨
拶から行い心の痛みを吐き出す場として傾聴し、答
えられるニーズには努力する姿勢を見せながら答え
ることが大事だ。 
(f) 相談ごとに対して適当な返事は絶対にせず、すぐに
スマホで調べたり何時までに伝えたり、逆に無理な
ことには断るなどしながら、即応的に対応していた。 
(g) 「気づきから実践」にかけての流れにスピード感が
求められるので、想定以上のことを想定しながら活
動する。 
(h) 巡回中やなんでも相談で、高齢者や子どもたち、支
援が必要なグレーゾーンの方々に対して、それぞれ
に応じた言葉がけを試みた。 
 
 
 
 
 
(i) 平時における DWAT 研修ではアセスメントシート
を用いる訓練をしたり、当日も派遣 DWAT のアセス
メントシートを持って行ったが、我々が派遣される
前に保健医療専門職者らによって既に出来上がって
いたため、今回は我々が１から作る必要性が無かっ
17 
 
 
 
 
 
④ 
多職種連携によ
る合同アセスメ
ント 
た。 
(j) 今回の避難所において実施された合同アセスメント
では、支援の重複性を避けるべく、保健師、JRAT※
4、派遣 DWAT から各 1 人ずつ選抜され、3 人一組
で避難所内を回っていく形を取った。 
(k) 保健師、JRAT との合同アセスメントでは、保健師が
作成したアセスメントシートを閲覧する形で聞き取
りを行った。その他にも現地 DWAT が作成した簡単
な名簿を参考にしながらアセスメントした。 
(l) 他職種同士で 1 人の避難者をアセスメントすること
は、多角的な視点から結果として表れるので、すご
く意味を持つ。 
(m) 今回の派遣活動では、派遣 DWAT が独立し、単独で
アセスメントや支援方法を決定するような形では決
して無かった。 
(n) 例えば避難所から福祉サービスに繋げていくような
ケースでも、派遣 DWAT が単独で動くのではなく、
他団体との連携・協働で進めた。 
 
 
 
⑤ 
アセスメントで
の留意点 
(o) 巡回やなんでも相談を通して、アンテナを張りなが
ら生活場面を見る。整理整頓出来てる人とそうじゃ
ない人や 40 歳代男性がいつも日中寝転がっていると
か、色々なものが見えてくる。 
(p) 他の家の幼児を他の家の小学生があやしていたりす
る姿を見て、「ちょっとの間一緒に見てあげよう
か？」といった声かけなども行った。 
(q) 「なんでも相談」において、あまりにも複雑な相談
内容については、本部や他団体へ引き継ぐ等して対
応した。 
 
④ (a) ≪ニーズキャッチの困難性≫ 
 ニーズをキャッチする上での困難性とは、こちらからの呼びかけに対して全く無反応の
方や、時間の経過により、避難所で生活することに対して抵抗を感じなくなった「慣れ」
が生じ始め、あたかもニーズが無いかのような避難者らのことに対して述べている。その
ような避難者に対しては、どうコミュニケーションをとっていくのが良いのかについて苦
慮した。 
⑤ (b)(c)(d) ≪ニーズキャッチの留意点≫ 
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 ニーズキャッチでの留意点では、常に謙虚な気持ちで関係性構築を意識しながらも、避
難者のニーズに「気付く」視点が重要である。そのニーズに「気付く」ためには、表情や
声のトーン等のノンバーバルに着目し、これまで福祉専門職として培われてきた経験、知
識を如何なく駆使しながら避難者をアセスメントする。また、たとえ表明されたニーズよ
りも、より深い所にニーズが存在している場合があることにも留意する必要がある。 
③ (e)(f)(g)(h) ≪アセスメントに臨む姿勢≫ 
 巡回中や「なんでも相談」を通して避難者に対しては様々なアセスメントに臨む姿勢が
抽出された。まずは避難者の語られる相談事に対して傾聴し、その感情を受け入れる姿勢
が重要となる。また、高齢者や子ども、グレーゾーンな方々に対しては、それぞれに応じ
た言葉がけを行う。現地では、「気付きから実践」の流れにスピードが求められるが、その
ような中でも避難者のニーズに対し適当な返事はせず、無理な相談には答えられないこと
まで説明するなどして、即応的に対応した。 
④ (i)(j)(k)(l)(m)(n) ≪多職種連携による合同アセスメント≫ 
 今回の被災地での支援では、保健師、JRAT、派遣 DWAT の三職種合同でのアセスメン
トを実施した。それには、派遣 DWAT 含めすべての団体が独立してアセスメントに回ると、
支援が重複し、避難者にとってはかえって支援疲れが生じるため、合同でアセスメントが
行われた。また、合同で行うメリットとして支援の重複性を避けることに加え、多角的に
避難者をアセスメントできる点においても、メリットがあった。その合同アセスメントで
は、予め保健師が作成した全国共通のアセスメントシートを基に、体調状態や服薬状況、
福祉的ニーズなどを聞き取った。その中で、避難所から福祉サービスに繋げていくような
ケースでも、派遣 DWAT 単独で行わず、他団体との協働・連携で進めた。 
⑤ (o)(p)(q) ≪アセスメントでの留意点≫ 
 アセスメントでの留意点は、アンテナを張り巡らせながら避難者の生活場面をアセスメ
ントし、場合によっては直接支援を行う。避難者の「今」をアセスメントする中で、しっ
かり整理整頓が出来ている人とそうじゃない人とは何が違うのか、いつも寝転がっている
のは何の要因がそうさせているのか等、常に想像力を使い、アンテナを張りながらアセス
メントする。そうして避難者をただアセスメントするだけに留まらず、すぐに行える支援
は即応的に介入していくことも重要である。しかし、アセスメントをしていくにあたって、
あまりにも複雑な相談内容については、本部や他団体へ引き継ぐ等して対応する点も留意
する必要性がある。 
 
第３節  DWAT 活動の要点 
 
 ⑶【DWAT 活動の要点】は、表９の通りである。 
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表 9 【DWAT 活動の要点】 
カテゴリー サブカテゴリー コード 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 
DWAT 活
動の要点 
 
 
① 
外部支援者とし
ての課題 
(a) 方言の強い所では、アセスメントしても何を言って
るか分からなかったり、聞き取る内容もズレたりす
る。        
(b) 外部支援者がゆえに土地勘や現地の制度もほぼ無知
な上、市の再建に向けたチラシが出ても非常に短時
間で読んで理解することが求められるため、かなり
ハードだった。                  
(c) 他団体も派遣チームで人が変わることで、少しやり
方が変わったり言ったはずのことが伝わりにくかっ
たりしたこともあった。   
② 
ニーズと支援の
ミスマッチ 
(d) 新品のペットボトルが捨ててあったり、炊き出しで
も人数分の食事は用意するが小学校前のコンビニは
再開していたりしていて、本当の支援とは何かを考
えさせられた。 
③ 
DWAT 各班が連
なることで、1 つ
の支援活動が完
結する 
(e) 各班ごとだけを見れば、小さなことしか出来ないが、
1 班から始まった支援の形を維持しつつもブラッシ
ュアップして、次班に渡すことで、1 本の線に繋がる。 
(f) DWAT において 1 班の役割は特に重要で、避難者と
の関係性作りや多職種との関係性作り等基礎となる
部分の役割が他班に比べて大きい。 
 
④ 
派遣期間１班５
日間の適切性 
(g) 5 日間の支援期間は適切な期間だ。現場では精神・体
力的にも相当な負担がある為、体調管理に工夫しな
がら次班に繋いだ方が避難者の為になる。 
(h) 今回の派遣の時は夏場だった為、念入りに水分補給
をしていたが、肉体的な面での疲労が蓄積し、なれ
なかった。 
 
 
⑤ 
他府県の DWAT
間連携の重要性 
(i) 全国の DWAT 員が経験を積んでいき、他府県同士の
DWAT と互助の関係になれば、次回の災害時におい
て少しでも連携が取りやすい。 
(j) 今回は X 県に派遣されたが、逆に Y 県で発災した時
に X 県 DWAT が来てくれるとなると、すぐに連携
が取れると思う。 
(k) 現時点で存在する全国の DWAT が各地で派遣実績
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を積んでいくことで、少しずつ仕組みづくりが進化
したり、他府県の DWAT 間での繋がりが構築されて
いくように感じる。 
 
 
 
 
⑥ 
避難所自主運営
の重要性 
(l) 避難所と言えどもご近所付き合いは存在し、一般避
難者からも情報を頂く機会はある為、巻き込みなが
ら参加してもらえるような支援方法が大切だ。 
(m) 高い意識で避難所自主運営されていた A 氏から住民
主体の原則に基づき、避難者自身によって自主運営
する重要性を学んだ。 
(n) 日頃の職務においても、講演会や研修会などを通し
て避難所自主運営の重要性について、地域住民に向
けて発信していきたい。 
(o) フォーマルサポートに頼るばかりではなく、避難者
自身が主体的に動けるような組織図が今後は必要に
なる。 
 
⑦ 
派遣活動での注
意点 
(p) 平時での研修や所属する分野の仕事と、災害派遣活
動での支援はほとんど違う。 
(q) 平時は障害者施設で働いていても、避難所に障害者
が居なかったら全く違う分野の支援になるし、現場
のリアリティは研修や訓練では再現できない。 
 
 
 
 
⑧ 
ソーシャルワー
ク視点の重要性 
(r) 我々は DMAT や保健医療とは違って気持ちに寄り
添いながら生活基盤を整え、支える部分での対応で
ある為、当然支援の入り方が違う。 
(s) 要配慮者へ関わる支援では、統一したソーシャルワ
ークの視点があるかないかで大きく変わる。 
(t) 混沌としている現場で福祉はスポットが当たりにく
いが、ソーシャルワークの視点を持ちながら支援を
行うことは非常に意義深いことだ。 
(u) リハビリや保健医療の様に身体的な視点は確かに大
事だが、もう少し生活背景を見るソーシャルワーク
の視点があれば、さらに連携しやすい。 
 
① (a)(b)(c) 外部支援者としての課題 
 外部支援者としての課題では、外部支援者としての支援活動の難しさが抽出された。例
えば、関西で活動する DWAT 員が東北や九州地方に派遣された場合、方言の違いによって
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聞き取る内容や伝えるニュアンスも変わるだろうし、現地での制度、サービスの把握も支
援期間中に求められる。また、他団体も派遣チームが多く、チームは存在するが支援者は
頻繁に入れ替わるため、連携を取るにしても時間を要する場合も懸念される。 
② (d) ニーズと支援のミスマッチ 
 新品のペットボトルを捨てる背景には、断水状態に支給されたペットボトルを持ってい
たが水道が復旧し、水が必要無くなったり、避難所前のコンビニの再開に伴って、夏場と
いうこともあり、なるべく冷たいものを飲みたかった等が予想される。同時に、食料もコ
ンビニや少し歩いたスーパー等で調達することも出来る。そう言った状況においても、避
難所の炊き出しは人数分作る現状に対して、ジレンマが生じた。 
③ (e)(f) DWAT 各班が連なることで、１つの支援活動が完結する 
 DWAT は各班によってそれぞれの役割が存在し、それを次班に引き継ぐことによって、
1 つの支援活動が完結する。特に、今回のインタビュー調査では 1 班の重要性について多く
の語りがあった。しかし、同時に本研究においてはアセスメント視点について調査したた
め、具体的に 1 班や各班にどのような役割があるのかについては明白にはなっていない。
その点については、今後の研究過程において、さらなる磨きをかけていきたい。 
④ (g)(h) 派遣期間 5 日間の適切性 
 今回派遣 DWAT 各班における支援期間は 5 日間だったが、その期間の適切性が抽出され
た。現地での支援は表８で述べた様に、アンテナを常に張り巡らせ、加えて多職種との連
携や会議が頻繁に行われる。それに加え夏場での派遣では暑さに耐えねばならないし、冬
場だと寒さに耐えなければならない。そういった環境の中で職務をこなせる限界範囲は、5
日が妥当である。 
⑤ (i)(j)(k)  他府県の DWAT 間連携の重要性 
他府県の DWAT 間連携の構築とは、派遣活動を通した他府県間の繋がりの構築である。
今回は現地 DWAT と派遣 DWAT との関係が良好に構築できた為、次回派遣 DWAT 管轄
内で災害が発生したとき、現地 DWAT が派遣 DWAT として来てくれれば、即座に連携が
取れるだろう。そういった他府県間と繋がりを保っておくことが重要だ。 
⑥ (l)(m)(n)(o) 避難所自主運営の重要性 
今回のインタビュー調査では、避難所自主運営の重要性についても抽出された。派遣
DWAT は、一定の支援期間が過ぎると撤退し、日を追うごとに各派遣団体もフェードアウ
トしていく。しかし、避難者らは今後もその地域での生活再建に向けた取り組みをしてい
かなければならない。そういった中で、今後の平時での取り組みにおいては、避難所自主
運営が重要となる。また、支援活動中での避難者との関係性構築においても、掃除を一緒
にやることを促してみたり、ゴミ集めを当番制にする等して、なるべく避難者にも参加し
てもらえるような働きかけが、DWAT 活動では重要となる。 
⑦ (p)(q) 派遣活動での注意点 
平時での研修や所属する分野の仕事内容と災害派遣活動での内容ではほとんど違うこと
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に注意する必要性が抽出された。例えば平時での DWAT の研修では、アセスメントシート
の書き方や聞き取り方について訓練していたが、実際の現地では既にアセスメントシート
があり、派遣 DWAT としてのアセスメントシートが必要でない場合が懸念される。そうい
ったことに対して戸惑わず、柔軟に対応することに留意する必要がある。 
⑧ (r)(s)(t)(u) ソーシャルワーク視点の重要性 
 災害時における避難所支援では、今もなお医療・保健従事者らの立場が上になりがちだ
が、中・長期的に避難者をサポートするには、ソーシャルワークを担う社会福祉領域の立
場確立が必須である。つまり、医療・保健等の様に身体的なケアは確かに重要であるが、
避難者の生活背景に着目したソーシャルワークの考え方が、これからの災害時における避
難所には重要である。 
 
第４節  DWAT 活動における他団体間との関係性構築 
 
⑷【DWAT 活動における他団体間との関係性構築】は、表 10 の通りである。 
表 10  【DWAT 活動における他団体間との関係性構築】 
カテゴリー サブカテゴリー コード 
 
 
 
 
 
 
 
(4) 
DWAT
活動におけ
る他団体間
との関係性 
構築 
 
① 
現地 DWAT の
後方支援の役割 
(a) 我々は６班目の支援が終了すれば終わるが、現地
DWAT はその後も続くため、現地 DWAT が主体的
に動き、この状況を乗り越えていく力をサポートし
たのが我々の役割だった。 
(b) 今回は現地 DWAT の後方支援で派遣されたが、現地
DWAT や保健師チームとの関係が非常に良好だった
ため支援活動がしやすかった。 
 
 
 
 
② 
他団体との良
好な関係構築に
あたってのポイ
ント 
(c) 今回の X 県での支援活動では、他団体が「連携」す
ることを常に忘れることなく皆動いていたため、連
携を取るにあたって難しいと感じることが無かっ
た。 
(d) 従来の災害支援では DWAT のような福祉分野は立
ち位置が下になりがちだが、今回は保健師や現地
DWAT が率先し懇切丁寧に我々の意見を吸い上げて
くれたお陰で、他団体とも信頼関係が構築出来、支
援活動がしやすかった。 
(e) 常に会話ができ、同じ目的を持つ集団である認識を
持つために、我々も常に挨拶したり感謝したりしな
がら謙虚な姿勢を意識した。 
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(f) X 県への派遣では他職種との関係性が非常に良かっ
たため、派遣 DWAT としても意見が言いやすかっ
た。 
 
 
 
③ 
現地コーディ
ネーターの重要
性 
(g) 現地 DWAT の事務局の方がコーディネーター役と
して避難所開設から終了まで居てくれたお陰で、支
援途中から避難所に入っても困ることなく支援活動
をすることができた。 
(h) 支援者もどんどん移り変わっていく中、現在の避難
所でのやり方・方針などを最初から最後まで知って
る人が居たのは凄く心強かった。 
(i) コーディネーターはソーシャルワークの観点から避
難者の生活再建に向けて DWAT として何が出来る
かを常に探求し、最終的には「住民自治」に戻すこ
とまで考えながら尽力していた。 
 
④ 
専門職としての
支援活動の留意
点 
(j) トイレ掃除もブラシとバケツさえあればすぐに行え
るが、保健師側の観点では衛生面の管理があり感染
被害を拡大しかねない恐れもあり、簡単なことでも
すぐに行えないもどかしさを感じた。 
(k) どんなに簡単なことでも逐一報告しなければなら
ず、すぐに動けないもどかしさがあった。                                     
 
① (a)(b) 現地 DWAT の後方支援の役割 
派遣 DWAT の役割として、現地 DWAT への後方支援の役割が抽出された。あくまでも
派遣 DWAT ら外部支援者であって、現地 DWAT が主体的にサポートし、それをサポート
出来る様に取り組むことが、今回の派遣 DWAT としての役割だった。 
② (c)(d)(e)(f) 他団体との良好な関係構築にあたってのポイント 
上述した内容では避難者に対する謙虚な姿勢を述べたが、ここでは他団体に対する派遣
DWAT としての姿勢が抽出された。災害時における避難所支援では、医療従事者が優先的
に先行してしまう場合が多く、福祉的支援は後回しになりがちだ。だが、今回の派遣活動
では、医療・保健・福祉の 3 領域の連携がスムーズだったことが読み取れる。 
③ (g)(h)(i) 現地コーディネーターの重要性 
今回インタビューした派遣 DWAT が向かった避難所では、現地コーディネーターが常駐
していた。現地コーディネーターとは、避難所本部に常駐し、DWAT 支援チームや多職種
との連携を進めるコーディネーター(調整員)のこと⁵⁹⁾であり、避難所内外の機関と調整や
避難所責任者等全体会議への参加や、他避難所を含む全体を統括する役割がある⁶⁰⁾。この
コーディネーターの存在により、コードに挙がっているように、派遣で来た支援者らが円
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滑に活動しやすかった。 
④ (j)(k) 専門職としての支援活動の留意点 
福祉専門職としての支援活動における留意点では、活動した内容、あるいはこれから活
動する内容について、逐一他団体に報告しなければならない点があった。トイレ掃除等は、
そこにブラシとバケツがあれば一見誰でもすぐに行えそうだが、保健師側の観点では素人
が行うと、かえって感染症を拡大しかねない可能性が考えられる。そういったことも他団
体間との関わりではあるため、留意しておく必要がある。 
 
第５節  受援力の構築 
 
⑸【受援力の構築】は、表 11 の通りである。 
表 11 【受援力の構築】 
カテゴリー コード 
 
(5) 
受援力の構築 
(a) 自身が住む地域でも、「受援力」をキーワードに、二次災害や災
害関連死予防も視野に入れつつ、研修や地域の防災訓練等を通
して災害時に強いまちづくりを展開していきたい。                       
(b) 現地 DWAT の「受援力」には見習うべき点がある。常に外部
支援者に対してリスペクトしてくれたし、両手を広げて下さっ
た所に行かせて頂いたので、本当に支援活動をしやすかった。 
 
・(a)(b) 今回被災地では、自らも被災しながらも、派遣で訪れる他団体に対し配慮してい
た。それには、他団体に対するリスペクトや謙虚な姿勢を忘れず一貫していたが故に成し
得たということが読み取れる。そのような『受援力』を見習い、今後自らが住む地域でも、
DWAT 員としてそれをキーワードに展開していく。 
 
第４章 考察 
 
 本研究においては、先に述べたように、平時におけるアセスメントと災害時避難所にお
けるアセスメントの共通点・相違点を導き出し、とりわけ DWAT の取り組みから災害時に
おける DWAT のアセスメント機能についての考察をしようとするものである。しかし、ア
セスメントをする前に、避難者との関係性構築に注力する必要性が、本調査では多く語ら
れた。よって、表 8【アセスメントの要点】に入る前に、まずはその前提として表 7【アセ
スメント前の関係性構築】が抽出された。また、DWAT が被災地で支援活動するにあたっ
ては、多職種連携が必須であり、そのための表 10【DWAT 活動における他団体間との関係
性構築】もカテゴリー化された。 
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したがって、表 8【アセスメントの要点】以外のカテゴリーは、本研究の本来の目的と異
なるようであるが、対人援助のソーシャルワークアセスメントにおいて、目の前の避難者
との関係性構築や多職種連携等を軽視することはできない。よって、本章の第 1 節におい
ては、まず関係性構築について考察し、次節からアセスメント視点に関する考察をする。 
 
第 1 節 被災地支援活動における各種の関係性作り 
１) 避難者との関係性構築 
 
本調査では、様々な「関係性」について抽出された。特に、表７の①≪アセスメント前
の関係性作り≫及び②≪関係性作りのポイント≫と、表８②≪ニーズキャッチの留意点≫
は、互いに関係している。 
まず前提として、DWAT 活動における 1 班目の初日は、避難者との関係性構築に注力し
ていく必要性がある。特に、県外から来た派遣 DWAT の場合は「外部支援者」にあたるた
め、当然出会う避難者や、避難所の場所や他団体とも初見でのスタートとなる。そのため、
表 7①≪アセスメント前の関係性作り≫(b)の様に、『避難者との関係性が出来ていない中で
アセスメントをしても、事務的なものになってしまい、本当のニーズは聞き出せない』の
である。したがって、表 7②≪関係性作りのポイント≫における(e)(f)にもあるように、ま
ずは『常に謙虚な気持ちを忘れず、地道に挨拶したり』、『鉛筆ではなく箒を持って掃除』
をしながら、自然に生まれる会話を通して避難者と関係性を作っていく。また、子どもた
ちとは、(g)『一緒に球技で遊んだり、クイズを出したりしてクッションを付けながら』関
係性を築き上げていく。それが、DWAT 活動におけるスタート地点である。 
平時でのソーシャルワークアセスメントは、援助過程の初めの局面として位置づけられ
ているものの、実際には単独で存在しているのではなく、援助過程の各局面と連動しなが
ら存在する。山口(2009-94)は、「初期のアセスメントでは、認定調査から始まる情報の収
集が行われる。しかし、情報の収集の前に、援助関係を形成することを目指す。援助関係
の形成が図られなければ、その後の援助を成立させることができない。」⁶¹⁾とし、アセスメ
ント前におけるクライエントとの関係性構築の必要性を述べている。 
つまり、DWAT における避難所支援では、いきなり避難者に対して直接的な面接を通し
たラポール形成ではなく、地道に挨拶をすることや、掃除を通した「間接的」な関わりが
重要となる。これを、本研究においては「ラポール形成」と呼ぶこととする。そして、自
然な会話から避難者がニーズを表明する場合もあるし、当然、「なんでも相談」に訪れ、相
談を受け止める場合もある。そういった中で、表 8②≪ニーズキャッチの留意点≫(b)(c)の
様に、『目の前にいる避難者の生活状況に気付き』、『常に謙虚な気持ちで寄り添いながら』、
『吐き出したい気持ち』を受容する。また、ただ傾聴するのではなく、『表情や声のトーン』
等のノンバーバルな部分にもしっかりと着目しながら、避難者の訴えを聞く。この点につ
いては、第 2 節 2)で述べることとする。 
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つまり、平時におけるソーシャルワーク展開過程でのインテークからアセスメントの流
れは類似しているが、DWAT 活動における具体的な「ラポール形成」については、「間接
的な関わり方」を通した関係性構築が、まず求められる。 
2) 関係団体との連携 
一方で、他団体間における関係性構築の必要性も示唆された。表 10 の②≪他団体との良
好な関係構築にあたってのポイント≫と、④≪専門職としての支援活動の留意点≫にもあ
るように、派遣 DWAT としては、避難者との関係性構築と同時進行で、既に現地入りして
いる他団体との関係性構築も求められる。 
表 10②≪他団体との良好な関係構築にあたってのポイント≫(c)(d)(f)では、現地 DWAT
を始めとする他団体が、『連携することを常に忘れることなく動き』、派遣 DWAT を頼って
『意見を吸い上げてくれたお陰』で、派遣 DWAT としても、『同じ目的を持つ集団である
認識を持つために、常に挨拶したり感謝しながら』連携を図ることが出来た。また、今回
の避難所支援では、『現地コーディネータ―』の存在が、派遣 DWAT と他団体を繋ぐ役割
を担っていた。③≪現地コーディネーターの重要性≫(g)(h)にあるように、派遣 DWAT と
して仮に第 5 班で避難所に来たとしても、『現在の避難所でのやり方・方針等を最初から最
後まで知っている』現地コーディネーターが居ることで、『途中から避難所に入っても困る
ことなく支援活動することが出来た』。このことから分かるように、今回の派遣 DWAT に
おける避難所支援では、多職種との関係性が良好に構築されていたことが読み取れる。ま
た、両者が互いに配慮し合い、謙虚な姿勢を一貫して保っていたからこそ、『信頼関係』と
いう他団体との関係性が構築されていったのである。ここでのポイントは、両者が相手に
対して「謙虚に配慮する」ことであり、多職種との関係性構築には要となる。 
しかし、次回の避難所で派遣 DWAT として現地に派遣された場合、今回と同じように良
好な関係性が保てるかどうかということには、疑問が残る。なぜなら、表 10②≪他団体と
の良好な関係構築にあたってのポイント≫(d)にあるように、『従来の災害支援では、DWAT
のような福祉分野は立ち位置が下になりがち』になる現状がある。なぜこのような現状が
あるのかといった点については、本研究では控えることとし、今後の研究で調査していき
たい。 
 
第 2 節 被災地におけるアセスメント 
1) DWAT 活動における望ましいアセスメント 
 
避難所でのアセスメントは、関係性が徐々に構築されていく段階か、あるいは同時進行
で展開されていく。表 8 に【アセスメントにおける要点】を整理しているが、本研究の調
査で明らかになったのは、保健師・JRAT・派遣 DWAT における合同アセスメントが実施
されたことである。この取り組みにおける目的は、「支援の重複性を避ける」ことにある。
(図 1) 
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【図 1 支援の重複性】 
これは、前節 2）の部分にも繋がるが、避難所には全国各地から様々な支援者が訪れる。
その際、各団体がそれぞれに避難者に対しアセスメントをすると、避難者への支援が重複
し、支援を受けることに疲れる恐れがある。そうなると、支援者側が本来求める避難者の
ニーズを把握することが出来なくなる可能性が懸念される。 
また、表 8④≪多職種連携による合同アセスメント≫における(i)の、『当日も派遣 DWAT
のアセスメントシートを持って行っていたが、我々が派遣される前に保健医療専門職者ら
によって既にアセスメントシートが出来上がっていた為、今回は我々が一から作る必要性
が無かった』という語りから、派遣 DWAT が避難所に駆け付ける前段階の時点で、すでに
アセスメントシートを用いたアセスメントは終了していたことが読み取れる。災害時にお
ける保健師は、DWAT より早い段階から支援に入ることができる。したがって、アセスメ
ントシートもその段階で作成され、派遣 DWAT が、名前や住所、服薬状況等を確認するア
セスメントシートを作成する必要性がない。 
 しかし、避難者の「今」のニーズの引き出しには、DWAT 活動における適切なアセスメ
ント視点を検証する必要がある。第 2 章第 1 節でも述べたように、被災者の状況は日々変
化していく。そのため、支援者らによって毎日ニーズを聞き取る必要がある。では、それ
をどの団体が担うのかという局面になった時、本調査における避難所では、合同でアセス
メントを行う形を取った。(図 2) 
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【図 2 派遣 DWAT が支援活動した避難所でのアセスメントの形】 
この合同アセスメントを行うことで、各々の団体がより効率的に避難者をアセスメント
しながら支援活動をすることができる。さらに、医療・保健・福祉という多角的な視点か
ら避難者をアセスメントすることで、より効果的な結果が表れる。本研究において意義深
い取り組みが、今回の調査で明らかとなった。 
 
2） 災害時における適切なアセスメント視点 
 前節 1)では、アセスメントを行うにあたり、「間接的な関わり方」を通した関係性構築に
ついて述べたが、本項では、本調査より明らかとなった災害時においてのソーシャルワー
クアセスメントと、平時におけるアセスメントとの比較を行い、DWAT における適切なア
セスメント視点について考察する。 
 災害時における適切なアセスメント視点は、表 8【アセスメントの要点】と表 9【DWAT
活動の要点】①≪外部支援者としての課題≫から確認できる。表８【アセスメントの要点】
での②≪ニーズキャッチの留意点≫(b)(c)では、『限られた資源の中で』、『目の前にいる避
難者の生活状況に気づき』、避難者の『吐き出したい気持ち』を受容することが重要となる。
それは前項で述べたように、単に合同アセスメント時に限っておらず、様々な場面で発揮
される。⑤≪アセスメントでの留意点≫(o)にもあるように、合同アセスメントを実施して
いる場面や、『巡回及び「なんでも相談」等を通して、アンテナを張りながら』避難者の生
活場面をアセスメントする。当然、避難者との関係性を構築する場合などにも発揮される
だろう。第２章第１節では、クライエントのニーズに「気づき」「感じ取る」相談援助面接
力の視点を述べたが、災害時においても、インタビュー調査の語りの中から「気づき」「ア
ンテナを張る」等、類似するワードが抽出された。よって、この点を第一の類似点とする。
また、その「気づく」力を発揮するには、(c)『これまでの経験や知識、発想力が必要とな
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る』。 
しかし、避難者のニーズを掴む上で、困難な場合も存在する。それは、表 8①≪ニーズキ
ャッチの困難性≫(a)にも表れているように、避難所生活の長期化に伴う「慣れ」へのコミ
ュニケーションの取り方への困難性が抽出された。これは、表 8②≪ニーズキャッチの留意
点≫(d)の『表明されたニーズよりもさらに深い所にニーズがあったり』するコードと関連
している。つまり、避難者をアセスメントする際は、その避難所生活での「慣れ」が生じ、
無意識のうちにニーズが潜在化していることに留意する必要性があるということである。
したがって、その点を踏まえた上で、表 7④≪多職種による合同アセスメント≫(k)の様に、
『継続して見守るような声かけ』を絶えず実施していくことが、重要となる。この点は、
第一の相違点である。 
 一方で、災害時では、「即応的に対応」することも求められる。表 8③≪アセスメントに
臨む姿勢≫(f)(g)に表れているように、避難所支援では、『「気づきから実践」にかけての流
れにスピード感が求められる』。つまり、避難者からの相談や、アセスメントした内容に対
して、『すぐにスマートフォンで調べたり』、≪アセスメントでの留意点≫(q)『あまりにも
複雑な相談内容については本部や他団体に引き継ぐ』などして、『即応的』に対応すること
が求められる。しかし、ここでもある点に留意する必要性が抽出されている。表 10≪専門
職としての支援活動の留意点≫(j)(k)において、それが表れているように、たとえトイレ掃
除を行う際も、『保健師側の観点』を考慮し、『逐一報告』しながら支援を行わなければな
らない。つまり、派遣 DWAT 員が何か行動したり、これから行動に移す際は、他団体に報
告しなければならないことには、「即応的」と言えども留意する必要がある。ここが、第二
の相違点である。今回は、そのような『もどかしさ』も抽出された。 
 
おわりに 
 本研究は、災害時におけるソーシャルワークアセスメント機能に着目し、DWAT 活動に
おける適切なアセスメント視点を明らかにすることが目的であった。しかし、再三に亘っ
て述べているように、アセスメントの前段階における避難者との関係性構築が、第一に導
き出された。とりわけ、アセスメントの実施にあたり、地道に挨拶を心掛けたり、鉛筆で
はなく箒等を持って掃除しながら、自然発生的に生まれる会話を通した「間接的な」ラポ
ール形成の重要性が、本研究において明らかとなった。 
 しかし、本研究の本来の目的が全く抽出されなかったという訳ではない。第２節第１項
で述べたように、「支援の重複性を避ける」べく実施された合同アセスメントの取り組みは、
今後の避難所においても展開されるだろう。しかし、まだこの合同アセスメントの取り組
みが避難所の現場において定着していない中、DWAT の活動内容の検証で明らかとなった
ことは、今後に寄与できるものであると考える。また、同時に今後、既に保健師等がアセ
スメントを実施している場合など、避難者らに対して重複してアセスメントが行われるこ
とにより、その負担を増大させることのないよう、事前に関係者間での情報共有・調整が
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行われていることが必要であること⁶²⁾も示唆された。保健師のアセスメントシートを用い
た活用法などの研修⁶³⁾も、今後全国的に展開されるべきである。 
 そして、第 2 節第 2 項では、平時に類似する相談援助面接力が災害時にも必要であるが、
災害時ではその上で、DWAT の次の班に引き継ぎながら、避難者に対して「継続して見守
るような声かけ」の重要性が明らかとなった。さらに、災害時では「即応的」に避難者ら
のニーズに対応することが求められるが、必ずしもどのようなことに対しても「即応的」
に対応することが出来るとは限らず、多職種との視点を踏まえながら、外部支援者として
内部支援者に逐一報告しなければならない組織としての義務的なものまでが、本研究にお
いて明らかとなった。 
 最後に、本研究においては、DWAT 活動が拡大し始める時期において、2018 年の西日本
豪雨にて被災した避難所での支援活動の実績を持つ 6 人にインタビューを行い、アセスメ
ントの実践を整理した。しかし、避難所におけるソーシャルワークの展開について焦点を
当てた研究は未だ少ない⁶⁴⁾ことで、今後の災害に向けた一考察として、一定の役割を果た
したと考える。本研究で得られた結果をもとに、今後、更なる研究を積み重ね、これから
全国で展開されるであろう DWAT 活動における、より望ましいアセスメント機能を探求し
ていきたい。 
 
注 
※１ いわゆる「西日本豪雨」である。6 月 28 日から 7 月 8 日までの総降水量が四国地方で
1800 ミリ、東海地方で 1200 ミリを超えるところがあるなど、7 月の月降水量平年値の 2～
4 倍となる大雨となったところがあった。また、九州北部、四国、中国、近畿、東海、北
海道地方の多くの観測地点で 24、48、72 時間降水量の値が観測史上第 1 位となるなど、
広い範囲における長時間の記録的な大雨となった。この大雨について、岐阜県、京都府、
兵庫県、岡山県、鳥取県、広島県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県の 1 府 10 県
に特別警報を発表し、最大級の警戒を呼びかけた⁶⁵⁾。 
※２ DCAT とは、Disaster Care Assistance Team の略であり、DWAT と意味や活動は同
じであるが、まだ DWAT 自体が全 47 都道府県に展開されていない為、各地方自治体によ
って呼び名が変わる場合もある。 
※３ 「なんでも相談」とは、避難者の置かれた状況が段階に応じて変わっていくため、
いつでも、なんでも相談できるブースを設け、「傾聴」の姿勢で避難者の相談支援にかかわ
る活動のこと⁶⁶⁾を指す。住民の福祉ニーズだけではなく、健康、ゴミ処理、罹災証明書の
発行など、様々な相談に対応し、住民をサポートした⁶⁷⁾。 
※4 JRAT とは、Japan Disaster Rehabilitation Assistance Team の略であり、『大規模災害
リハビリテーション支援関連団体協議会』のことを言う⁶⁸⁾。 
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